
令和４年９月１日 制定 

東洋電化工業株式会社 

 

サプライヤー行動規範 
 

1 法令遵守、腐敗防止などコンプライアンスを徹底する。 

 

① 公正な取引 

 公正・透明・自由な競争並びに適正な取引を行うとともに、一切の不正行為を行わ

ないこと。 

② 腐敗防止 

 贈収賄、汚職、横領、不適切な利益の供与・受領、強要などを禁止し、これらの行

為を防止すること。 

③ 法令遵守 

 各国・地域の法令（その他合意した事項）並びに国際条例や社会規範を遵守するこ

と。 

④ 反社会的勢力との断絶 

   社会の秩序と安全に脅威を与え、経済活動に障害を与えるあらゆる反社会的勢力 

との関係を遮断するよう取り組むこと。 

⑤ 内部通報制度の構築 

企業活動における法令違反及び不正な行為等のコンプライアンス上の問題やその 

恐れのある行為を発見又は侵害を被った者が相談・通報する体制を整備するこ 

と。 

 

 

2 基本的人権を尊重し、差別や強制労働、児童労働を排除し、労働環

境の改善に努める。 

 

① 人権の尊重 

 事業活動に関係する全ての人の人権を尊重し、あらゆるハラスメントを禁止し、 

 人権侵害に加担しないこと。 

② 差別の禁止 

 雇用・昇進・報酬などにおいて、国籍、人権、信条、性別、肌の色、宗教、民族、

学歴、障がい、妊娠、配偶者の有無、性的指向などに基づく不当な差別を行わない

こと。 



③ 強制労働・児童労働の禁止 

 脅迫や拘束などによる強制労働を行わないこと。また、いかなる製造段階において

も児童労働を使用しないこと。 

④ 労働環境（安全衛生）の確保 

 労働や安全衛生に関する法令を遵守し、事業活動に関係する全ての人にとって、安

全かつ衛生的で働きやすい労働環境を実現し、その維持・向上に努めること。 

⑤ 結社の自由 

 労働者の団結権、団体交渉の権利を尊重し、労働者が、差別、報復、脅迫等を恐れ 

ることなく労働条件や経営慣行に関する意見交換を経営陣と率直に行えること。 

⑥ 外国人や移住労働者の尊重 

外国人および移住労働者を自国の労働者と同様かつ公正に扱い、透明な雇用条件や

良好な労働条件、生活条件を提供すること。 

 

 

3 自然環境と企業の共存を必須課題とし、汚染の予防、限りある資源

の有効活用、自然環境の保護と回復に努める。 

 

① 環境負荷の低減 

 環境問題への取り組みは、企業の社会的存在と活動に必須の条件であることを認

識し、大気、水質、土壌の汚染の予防、限りある資源の有効活用、自然環境の保護

と回復に努めること。 

 また、製品の資材調達から製造、流通、使用、リサイクル、廃棄までのライフサイ

クルにわたって、環境負荷の低減に努めること。 

② 化学物質管理 

 化学物質の管理を徹底し、取り扱う作業者や消費者の健康、安全の確保に努めるこ

と。当社の使用禁止物質を把握し、納入製品に使用禁止物質が混入しないよう管理

を徹底すること。 

 

 

4 品質と安全性を維持し、改善に努める。 

 

① 調達品の品質管理を適正に行う。 

② 価格・納期・安定供給・安全性も品質として捉え、調達品の品質と共にその維持・向

上に努めること。 

 

 



5 社会に公表すべき情報（環境や社会への影響等）については、適時

正確な情報を提供・開示する。 

 

① すべての取引は、透明性をもって実施し、各国・地域の法令に基づき、製品・サービ

ス等に関する正確な情報を適切に開示するよう努めること。 

② 企業財産である情報およびプライバシー情報を適切に管理・保護する。 

 

 

6 情報の保護 

 

① 自社、取引先、顧客及び第三者の個人情報や機密情報を適切に管理、保護し、それら

を不正、不当に利用したり、漏洩しないようにすること。また、コンピューターネッ

トワーク上の脅威への対策を講じること。 

 

 

7 責任ある鉱物調達を実施する。 

 

① 人権侵害、環境破壊等を引き起こし武装勢力の資金源となっている紛争鉱物を使用し

ないこと。 

② RMI（紛争鉱物に関する取り組みを主導している団体）などが選定した紛争フリー精

錬業者から調達するよう取り組むこと。 

③ 万一、武装勢力の資金源となっている紛争鉱物の使用が判明した場合は、是正に向け

た取り組みを迅速に進めること。 

 

 

8 定期的な事業の評価を行うことにより、新たなリスクを早期発見

し、リスク排除に努める。 

 

① リスク管理 

 定期的に事業の評価を行い、新たなリスクを早期発見し、そのリスクの排除に努め

ること。 

② BCP（事業継続計画）策定 

 緊急事態を特定し、生命、環境、資産への被害を最小化する対策を策定するととも

に、最短の時間で原材料の供給を再開できるような体制を構築すること。 

 

 


